平成31年度農業経営塾運営事業業務委託
企画提案募集要項
この要項は、農業経営塾運営事業の業務を委託するにあたり、企画提案を広く募集し、総合的な審査により受託者を選定するために必要な事項を定めるものである。
１　事業の目的
愛知県の農業を担う優れた経営感覚を備えた担い手を育成するため、「農業経営塾」を開講及び運営し、経営力向上と経営発展を支援するための体系的な研修を実施する。
２　委託業務の概要
　　農業経営塾は、経営力の向上を見込むことができる農業者を対象に、次の２種類の講
座を実施する。
（１）一般講座
高度な経営ノウハウ（経営管理、マーケティング、労務管理、財務管理等）を講義
及び演習を通じて習得させ、受講者各自の経営計画の作成・発表を支援する。
（２）特別講座
一般講座の受講者を対象に、農業経営の「カイゼン」に資するため、愛知県が誇る
世界的企業の「トヨタ生産方式」に係る実践的な研修を実施する。
３　委託業務の詳細
　　別添「平成31年度農業経営塾運営事業委託業務仕様書」のとおり
４　応募資格
　　応募資格者は、次に掲げるすべての要件を満たす者とする。
（1） 地方自治法施行令（昭和22 年政令第16 号）第167 条の4 の規定に該当しない者であること。
（２）「平成30･31年度愛知県入札参加資格者名簿」登録業者で、業務(大分類)「３．役務
の提供等」のうち営業種目(中分類)「16．その他の業務委託等」に登録（現在申請中　　　
で契約締結時に登録が見込まれる者を含む）されていること。
（３）企画提案書の提出期限において、県から指名停止の措置を受けていないこと。
（４）会社更生法（平成14 年法律第154 号）に基づき、更正手続き開始の申し立てがなされている者でないこと、又は民事再生法（平成11 年法律第225 号）に基づき、再生手続き開始の申し立てがなされている者でないこと。
（５）「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書（平成24 年６月29 日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）」に基づく排除措置を受けていないこと。
（６）国税及び地方税を滞納していないこと。
（７）経営に関する研修の開催に精通しており、優れた企画力、技術力、ノウハウ等を有
する法人であること。
５　募集期間
　　平成31年４月26日（金）から令和元年５月31日（金）午後５時まで（必着）
６　契約条件
（１）契約形態
別に定める契約書により予定価格の範囲内で契約を締結する。
（２）委託金限度額
3,825,000円以内（消費税及び地方消費税を含む。）
（３）委託期間
契約締結日（令和元年６月中旬を予定）から令和２年３月６日（金）まで
（４）委託費の支払条件
原則、精算払いとするが、必要に応じて概算払いを認めることとする。
なお、契約は概算契約（支払い金額の上限）であり、委託料は事業終了後、実績報
告に基づき確定する。
（５）その他
企画提案に基づく見積額は、契約時に至って同じ条件の下で、その額を超えること
は認めない。
なお、提案内容等を勘案して委託費を決定するため、委託契約額が見積額と同じになるとは限らない（協議により調整することがある）。
７　説明会の開催
応募希望者を対象に、次のとおり説明会を開催する。
（１）日時
　　　令和元年５月10日（金）　午前10時30分から正午まで

（２）場所
　　　愛知県立農業大学校中央教育棟２階第１研修室（岡崎市美合町字並松１－２）

(注）説明会への出席は必須条件ではないが、できる限り出席すること。なお、欠席に　　　　
より不利益を受けてもその責任を負わない。
※　参加する場合は、５月９日（木）正午までに「説明会参加申込書」（別添様式２）
に会社名、氏名等を記入の上、下記８（２）記載の担当宛にＥメールにより報告す
ること。ただし、資料の準備等の都合から、参加者は１社あたり２名までとする。
８　応募方法等
（１）企画提案書等の提出
ア　提出書類
（ア）企画提案書（別添様式１）
※簡潔、明瞭に記載、詳細は別紙（様式任意）に記載
（イ）見積書（積算内訳書を含む）（任意様式）
※代表者印を押印の上、「愛知県立農業大学校長」宛としたもの
（ウ）応募者の概要がわかる資料（企業案内等）
（エ）定款、組織規程、経理規定等の組織運営に関する規約
（オ）直近３か年の決算報告書
（カ）国税及び地方税の滞納がないことの証明書（直近のもの）
イ　提出部数
10部（正本１部、副本９部）　※　副本は写しで可
　　　　なお、提出書類は日本工業規格Ａ４版とし、言語は日本語、通貨は円とする。
ウ　提出期限
令和元年５月31日（金） 午後５時まで（必着）
※郵送の場合は、提出期限の正午までに農業大学校に必着のこと。
エ　提出方法
郵送若しくは持参
※直接持参の場合の受付時間は、土・日・祝日を除く平日の午前９時から午後５時までとする。Ｅメール及びＦＡＸによる応募は受け付けない。
（２）応募に関する問合せ先及び提出先
　　　〒444-0802
岡崎市美合町字並松1-2

　　　愛知県立農業大学校研修部担い手支援科農業経営塾担当（野々山、柴田）
　　　　電話　　　：0564－51－1034（研修部直通）
　　　　ＦＡＸ　　：0564－51－4831
電子メール：noudai@pref.aichi.lg.jp
（３）企画提案書類作成上の注意
ア　募集要項等の配布
愛知県立農業大学校ホームページからダウンロードする。
愛知県＞組織でさがす＞農業水産局＞農業大学校＞新着情報
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/noudai/h31keieijyuku-itakubosyuu.html
イ　失格又は無効
以下のいずれかの事項に該当する場合は、失格又は無効とする。
（ア）提出期限を過ぎて提出書類が提出された場合
（イ）提出した書類に虚偽の内容を記載した場合
（ウ）審査の公平性に影響を与える行為があった場合
（エ）募集要項に違反すると認められる場合
ウ　複数提案の禁止
企画提案参加者は、複数の提案書の提出はできない。
エ　提出書類の変更の禁止
提出期限後の問合せ、提出書類の変更、差し替え又は再提出は原則として応じない。
（４）その他
ア　応募書類の作成・提出に要する経費は、応募者の負担とする。
イ　提出資料は返却しない。
ウ　提出資料に係る個人情報は、当業務の目的に限って利用し、厳重に管理する。
オ　契約締結後に虚偽が発覚した場合には、当該契約を解除する。
カ　応募者の提出後は、その企画提案の内容を変更することはできない。

キ　採用された企画提案書の著作権は募集者に帰属するものとする。
ク　提出された企画提案書は委託先決定のための資料であり、正式な企画書は募集者と協議の上、決定する。
ケ　企画提案書類の提出後に応募を辞退する場合は、農業大学校研修部担い手支援科
に対し速やかに連絡するとともに、その旨を文書（様式任意）に記載のうえ提出
すること。
９　選定者数
１者
10　提案の審査・委託先の選定等
（１）審査方法等
提出された企画提案書について、募集者で形式審査を行った後、募集者が設置する選考委員会において以下のとおり、プレゼンテーション審査を行う。なお、プレゼンテーションの日時は、後日通知する。
ア　日 時（予定）
令和元年６月上旬　午後１時から
イ　会 場（予定）
愛知県立農業大学校中央教育棟１階会議室
ウ　方 法　
・１者あたり20分間のプレゼンテーション後、10分間の質疑応答を行う。
・プレゼンテーションの内容は提出した提案書の内容とし、追加提案の説明や追加
資料の配布は認めない。
・審査会場の入室は一提案者当たり２名までとする。審査は非公開とし、審査の経
過等に関する問い合わせには応じない。また、異議申し立ても一切認めない。
　　　※詳細な日程は応募者に対し別途通知する。なお、正当な理由なく参加しなかった
者の提案は無効とする。
（２）審査基準
選考委員会においては、別紙１の項目について評価し、総合的な審査を行う。
（３）選定
審査会の審査結果をうけ、募集者が委託先を選定する。
（４）通知
選定結果については、すべての応募者に対して郵送で通知する。
（５）契約
選定した委託先と、委託見積限度額の範囲内で交渉の上、契約する。
なお、契約が不調に終わった場合は、次点の者と交渉するものとする。
11　スケジュール（予定）
　　平成31年４月26日（金）　企画提案書の募集開始
　　令和元年５月９日（木）　説明会の参加申込期限
　　令和元年５月10日（金）　説明会の開催
令和元年５月31日（金）　企画提案書の提出期限
令和元年６月上旬（予定）審査会による審査（プレゼンテーション）、委託先の決定
令和元年６月中旬（予定）契約締結、業務実施
令和２年３月上旬（予定）実績報告書の提出、完了検査
令和２年３月中旬（予定） 請求書の提出、委託料の支払い
12  その他
委託業務の開始から終了までの間、実施方法や進捗状況の確認等、業務の円滑な実施
のために、随時、発注者と連絡調整を行うこと。
別紙１　　審査基準
[image: image1.emf]審査の観点 審査区分

①

カリキュラムが具体的で実現可能か。併せて、視察研修、開講式・閉講式、経営計画発表会、特

別講座を含めたスケジュールも実現可能か。提示した開催時期、開催場所で実施可能か

研修会

⑥

専門分野における高度な経営ノウハウについて熟知し、講義・演習等を行うことができ、経営改

善等に関して助言指導できる専門家を講師として設定できるか

専門家活用

⑦

募集チラシの原稿作成・印刷・配布と広報活動について有意義な提案か 事業運営

⑧

本事業の運営について、事業全体の運営管理を行う運営統括管理者を１名配置し、事業の実施及

び調整等を円滑に進めることができるか

事業運営

⑨

過去の実績等からみて、業務の実施体制に的確性と実効性があるか 事業運営

②

有意義な研修内容を提案でき、テキストが適切に作成でき、講師も適切か

研修会

専門家活用

事業運営

③

講義・演習等の方法について、効率的かつ具体的な内容が提案できるか 研修会

④

受講生に作成させる経営計画書の様式が、受講成果（財務分析等）を反映し、各自の将来構想を

具体化するもので、PDCAサイクルの実践等により経営改善目標の達成を図る内容であるか

研修会

⑤

受講者及び講師に対し、今後の農業経営塾の運営に参考となるアンケートの効果的な実施につい

て、有意義な提案か

事業運営

⑩

受講者に係る管理・連絡調整や欠席者のフォローアップ方法について、有意義な提案か 事業運営

⑪

受講者の経営力向上のための提案、会社のアピールポイントなどが優れているか

提案

アピール

ポイント

事業内容に見合った経費見積りとなっているか 見積書

事業費の積算は適切か 見積書

※「審査項目」の○番号は、「（別添様式１）企画提案書」の「３　業務の実施計画」に記載の○番号と一致。
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